
After the diplomatic relation are established, the rapidly growing bilateral relations

between Japan and China. From 1975, China and Japan started negotiation for the

conclusion of a treaty of peace and friendship, but some cause lead to the conclusion of

treaty couldn’t be achieved. In particular, different attitudes concerning the anti-hegemony

between China and Japan, and Taiwan issue is also one of the elements which had an

influence on the conclusion of a treaty.

1．はじめに

周知のように田中内閣は、1972年9月29日、自民党内の「親台湾派」の激しい反発にもかかわ

らず、中華人民共和国（以後、中国と略す）と国交正常化した。国交正常化後、日中両国におけ

る外交課題は、国交正常化が日本側の要求もあって、国会の批准を要しない「共同声明」の形態

で達成されたこともあり1、中国側の立場としては、次の段階として、国会の批准を要する「日

中平和友好条約」（以後、日中条約とも略す）の締結を目指したのである2。ただし、国交正常化
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の時点で条約の締結交渉をいつから始めるのかについては具体的に決まっておらず、実際には条

約の締結よりも「共同声明」に定められた4つの実務協定（貿易、海運、航空、漁業）の締結交

渉が優先されたのである。福田赳夫元首相は、その著『回想九十年』の中で、日中条約について

次のような認識を示していた3。

「この日中平和友好条約は、田中内閣当時の日中共同声明を条約化したもので、新しいものは

何も追加していない。講和条約ではなく平和友好条約である（傍線は筆者）。従って、①台湾問

題などには何らの影響もなく、この問題には条約交渉中も触れていない。②我が国の外交的立場

の自由は明文上、留保されている、③日米安保条約を堅持することが確保されている。―などが

特徴である。このため台湾側としても、現状に変化なく、友好親善にさらに配慮したいというこ

とになった。」

確かに日中条約は、日中間の友好を確認しただけの象徴的な条約であった。しかし、条約の交

渉は、日中間の意図した通りには進展しなかった。その主たる原因は、当初、日本側の予期せざ

るところであったが中国側が、「共同声明」第7項の「覇権条項」4を条約に明記することを強く

要求したからである。

かかる意味は、1971年7月15日の米中接近声明、いわゆるニックソン・ショックにあったこと

はいうまでもない。アメリカは、中国に接近することにより「両共産大国が、対米関係の改善を

望むように仕向ける」5ことができ、「ベトナム戦争の苦悩に終止符を打つうえに役立つ」6はず

と考えた。ところが、米ソの接近が進むにつれて、中ソ関係のみ強い敵対関係に立つ形に変わっ

てきたのであった。こうした国際環境の下では、日本の対中、対ソ外交も中ソ関係に影響せざる

をえなかったのである。

3 福田赳夫『回顧九十年』岩波書店、1995年、304頁。
4 1972年9月29日の「日中共同声明」第7項では、「覇権」は次のように規定されている。「日中両国間
の国交正常化は、第3国に対するものではない。両国のいずれも、アジア・太平洋地域において覇権
を求めるべきではなく、このような覇権を確立しようとする他のいかなる国あるいは国の集団による

試みにも反対する。」なお、中国側の「覇権」の定義について寥承志中日友好協会会長は、「外国に軍

隊を駐留させたり、外国に軍事基地を置いたり、外国を侵略したり軍事力を背景として外国に力を加

えることなどである。」と説明している（宮崎繁樹「日中平和友好条約と「覇権問題」－問われる日

本政府の政治・外交姿勢」、『公明』159号、1975年7月）。一方、日本側は、「覇権」とは、「一国が自
分の意思を力でもって相手を強いるたぐいの行為であって、これは、国連憲章の精神にも反するよう

なものである」と定義づけている（『第八五回国会参議院予算委員会会議録』第四号、1978年10月11
日）。よって、「覇権」についての日中両国の解釈には、相違は見当たらない。

5 H・キッシンジャー、桃井眞監修『キッシンジャー秘録①ワシントンの苦悩』小学館、1979年、252頁。
6 同上、255頁。
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この「反覇権」は1970年代の中国の主要な外交政策になっており、日本側も認識していたが、

その内容は徹底した反ソ戦略であったことは明らかであった。中国は東アジアにおける日本との

政治的提携を誇示し、ソ連に対して一層の政治的打撃を与えようとしたのである。

これに対して、日本の対外政策は、対ソ、対中関係に影響を与えるものではなかった。日本の

外交姿勢は、「中国とも仲良くしたいけれども、ソ連とも仲良くしなきゃならない。それが日本

の国益だ」7という基本認識、つまり「中ソ等距離外交」を目指していた。したがって、ソ連を

刺激してまで「反覇権」を条文に明らかにすべきではない、とした立場であった。また、中ソ対

立に関して言えば、中ソいずれもくみしない中立的立場をとることを意味していたのである。

したがって、交渉に臨むにあたっての日本側の基本的な考え方―「覇権＝ソ連」―は、「わか

っていること」、「当然のこと」であり、あえて条約のなかに挿入すると多くの問題が生じるので

必要がないという認識であった8。もし、これが不可能な場合には、「反覇権」はソ連に向けられ

たものではないことを明らかにする表現を加える必要があったのである。

交渉過程については、先行研究によりほぼ明らかにされているが9、しかし、いくつかの疑問

点は、必ずしも十分に整理されているとは言い難い。例えば、中国よりも条約の締結の必要性が

必ずしも認められなかったと思われる日本が10、なぜ、明らかに外交政策に反してまで「覇権条

項」を条約に明記することに同意したのか。さらに、後で述べるように、1975年に日本が提示

した「第2次草案」と1978年に締結された条約との間には「覇権条項」に関し差異がないにもか

かわらず、1975年に交渉が妥結せず、1978年に妥結したのか。本稿は、これらの疑問点を解明

7 政策研究大学院大学 C. O. Eオーラル・政策研究プロジェクト『柳谷謙介（元外務事務次官）オーラ
ル・ヒストリー 上巻」政策研究大学院大学、2005年、305頁。

8 田中明彦『日中関係 1945-1990』東京大学出版会、1996年、93頁参照。因みに、国交正常化交渉時
に「覇権条項」を明記した理由を、当時の条約局長であった栗山尚一は、次のように説明している。

「外務省条約局は「反覇権条項」は、「反ソ条項」であり、好ましくないと考えていたが、共同声明

全体をまとめるために、「反覇権条項」で中国側に譲ったとしても、日本の国益にとってそれほど害

になることはないとの判断のもと、最終的に共同声明第7項に反覇権が明記されたという経緯があっ
た。」と、説明している（栗山尚一、中島琢也他編『外交証言録 沖縄返還・日中国交正常化・日米

「密約」』岩波書店、2010年、138-139頁）。
9 永野信利『天皇と鄧小平の握手‐実録・日中交渉秘史』行政問題研究所、1983年。古澤健一『日中平
和友好条約』講談社、昭和63年。杉本信行「日中平和友好条約の締結‐「反覇権」をめぐって」小島
朋之編『アジア時代の日中関係‐過去と未来‐』サイマル出版、1995年。林恩民『「日中平和友好条約」
交渉の政治過程』お茶の水書房、2005年。江藤（猪股）名保子「中国の対外戦略と日中平和友好条約」
日本国際政治学会編『国際政治』第152号、2008年、36-50頁。

10 「平和への試金石」『中央公論』1978年10月号、127-128頁参照。
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する一助とすることを目的とする。

2．交渉経過

2.1 三木政権

1）中国の原則論と「第1次草案」

交渉の妥結を妨げた主要因である「覇権条項」についての問題点を明らかにするため、交渉の

経過を時系列的に分析する必要がある。1974年にはいると、1月には貿易協定、4月には、日台

航空路の取り扱いをめぐって自民党内で紛糾した航空協定が締結された。海運協定も、11月に

締結されることになる（漁業協定は1975年8月）。当初、中国側は、実務協定がすべて締結され

てから日中条約を締結したいと考えていた。ところが、1974年7月頃から中国は、しきりに日中

条約交渉を始めるべきだと訪中する日本人にもちかけるようになる11。劉徳有によると、8月、

竹入義勝公明党委員長を団長とする第4回の中国訪問団は、鄧小平副総理から、癌を患った周恩

来総理から日中条約の早期締結への希望が書かれた田中首相宛ての書簡を託された。田中首相は、

周総理の期待に応えて交渉に乗り出すことを決めたと、その理由を挙げている12。

中国がこの時期に条約の早期締結を求めてきた背景には、7月7日の参議院選挙での自民党の

敗退後、12日に三木副総理、16日には福田蔵相などの主要閣僚が田中首相に対する政治姿勢を

批判して相次いで辞任するなど、その政権基盤が大きく揺らいだことが一因である。中国側の姿

勢は、もし田中首相辞任となれば、ポスト田中をめぐっての政権獲得争いで「親台湾派」の多く

の支持を得ている福田赳夫が有力候補と見ていたからであった13。福田政権の成立となれば、日

本の対中政策が後退することも予想され、田中政権の存続中に条約締結の目処をつけたかったの

である。

一方、党内では、航空協定の交渉をめぐって「親台湾派」による政府に対する攻撃が激しく、

政府内に日中条約の交渉を始めるのは時間を置いたほうが得策であるとする空気があった14。外

11 田中明彦「米・中・ソのあいだで」渡辺昭夫編『戦後日本の対外政策 国際関係の変容と日本の役割』

有斐閣選書、昭和60年、241頁。
12 劉徳有、王雅舟訳『時は流れて 日中関係秘史五十年』（下）、藤原書店、2002年、558-559頁。
13 同上、559頁。
14 緒方貞子、添谷芳秀訳『戦後日中・米中関係』東京大学出版会、1992年（英文初版は1988年）、146-
147頁。
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務省内においても、反ソ戦略を掲げる中国のペースに乗せられることに懸念して条約の締結を急

ぐべきではないと考えていた動きもあった15。ところが、9月26日、ニューヨークでの国連総会

で喬冠華外交部副部長は、木村俊夫外相に正式に日中条約の早期締結を提案してきたのである。

第1回の予備交渉は、1974年11月13日、韓念龍外交部副部長が海運協定調印のため来日した際、

東郷文彦外務次官との間でおこなわれた。中国側は条約の性格、内容、及び期限を記した、平和

条約案を携え中国側の考え方を東郷文彦外務次官に説明した。ここで、中国側は日本の予想に反

して、条約に「共同声明」の第6項と第7項（「覇権条項」）をそのまま書き入れることを強く要

求してきたのである。

日本側の交渉に臨む基本的な立場は、先に述べたように、条約中に「覇権条項」を盛り込むこ

とへの全面的な反対であった。その理由は、自衛力に限定された平和憲法の規定、日米安保条約

を基軸とする安全保障体制、さらに2国間条約として「第3国」に触れるのはなじまない等であ

った16。しかし、最大の理由は、「日ソ平和条約」を視野にいれてソ連との交渉をも進めようと

しており、覇権問題でソ連を刺激したくないというのがその理由であった。条約中に「覇権条項」

を明記しようとする中国の立場は、1978年の交渉の最終段階に至るまで不変であった。したが

って、日本の立場と中国との立場とは、大きな相違があり交渉は平行線をたどって展開するので

ある。

1974年11月26日、田中首相が辞意を表明。12月9日、椎名裁定により三木武夫を首班とする三

木内閣が成立した。翌75年1月16日、陳楚中国駐日大使と東郷文彦外務次官との間で行われた第

2回予備交渉で、日本側は第1回予備交渉で中国側が提案した「反覇権条項」に関しては、①こ

の条項を中日条約に盛り込めば、条約が事実上の対ソに受け取られる。②ソ連に無用の刺激を与

えないため、「共同声明」の第7項の前段（日中両国間の国交正常化は、第3国に対するものでは

ない）は問題ない、後段（両国のいずれも、アジア・太平洋地域において覇権を求めるべきでは

なく、このような覇権を確立しようとする他のいかなる国、あるいは国の集団による試みにも反

対する）を平和条約に盛り込むことはできないという立場を明らかにし、中国の対ソ戦略に巻き

込まれるのに強い懸念を表明した17。

その後、4月5日、蔣介石総統が死去し、日本政府のその対応に対して、中国の態度は極めて

15 中江要介、若月秀和他編『アジア外交 動と静‐元中国大使中江要介オーラルヒストリー』蒼天社出

版、2010年、172-173頁参照。
16 東郷文彦『日本外交三十年』世界の動き社、1982年、212頁。

日中平和友好条約交渉

― ―165

Ｓｅｒｖｅｒ／学校／埼玉女子短期大学様　研究紀要／＃785443　第34号／本文／Ｐ161－179　田才先生（論文） 2016年 9月15日13時13分25秒（Page167）



厳しかった18。4月14日、日中双方は条約草案を交換した。中国側の条文は全体として1972年の

「共同声明」をそのまま条文化したような内容であり「覇権条項」も含まれていた。これに対し

日本側の草案（通称、「第1次草案」）は、覇権について全く言及していなかったのである。中国

政府の日本政府への不信感からか、その後、5月までに開催された11回に及んだ予備交渉で、中

日両国は合意を見出すことができず、交渉が暗礁に乗り上げたのである。

2）「第2次草案」

以上のような局面を打開するために三木首相は、いくつかの重用な譲歩をした。三木首相は、

翌6月21日、日中条約に関する見解を発表し、「覇権主義反対は、領土尊重の平和五原則や武力

による紛争解決を禁じた国連憲章と同様の世界普遍の原則と考える。このような考え方について、

中国側の納得、理解が得られれば、条約締結への難解の道は開かれると確信する」19と述べた。

この見解により三木首相は、「反覇権」は、反ソではないことを明らかにし、「覇権条項」を条約

中に盛り込むことを間接的に示唆したのである。そして、もし中国側が日本の覇権の定義に同意

するなら、「覇権条項」を本文に明らかにすることにより交渉の妥結をはかれると三木首相は考

えたのであった。この首相の見解は、中国側に伝達された。しかし、中国側の反応は芳しくなく、

交渉を打開するには至らなかったのである。

こうした中日両国が「反覇権条項」をめぐって、混迷を深めている中で7月9日の日台航空路

線の再開によって、中国側のさらなる三木内閣に対する不信が一層、深まったのであった。同日、

中国共産党中央委員でもある寥承志中日友好協会会長は、「中国敵視の言動であり、『二つの中国』

を地でいったものだ。（中略）日中共同声明を踏みにじった」20と、痛烈に日本政府を批判した

のである。

17 「『第三国の覇権反対』日中平和条約に入れぬ 政府意向、ソ連刺激を避ける」、『東京新聞』1975年
1月23日。なお、この第2回目の交渉内容は、外務省で極秘として扱われていたが、この 『東京新聞』
のスクープで内外に明らかにされた。ソ連は即座に反応し、日中条約は「反ソ統一戦線」を形成する

ものとして非難し始めた。一方、このスクープにより、日本政府が「共同声明」第7項を日中条約に
盛り込む問題で苦慮していることが内外に初めて報じられることとなった。

18 三木首相は、自民党総裁名で弔電を打ち自民党役員会で、台北での葬儀に党の正式代表を派遣するこ

とを決定した（「哀惜の念にたえない、三木首相、自民党総裁名で弔電」、「佐藤元首相を自民は派遣

へ」、『朝日新聞』1975年4月7日。「蔣氏葬儀への自民代表団派遣、中国側、激しく非難」、『朝日新聞』
1975年4月10日参照）。

19 「「覇権」で首相が見解」、『讀賣新聞』1975年6月22日。
20 「「青天白日旗」宮沢発言、寥会長が非難「日中関係」に重大な影響」、『讀賣新聞』1975年7月10日。
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しかし、三木首相は依然として条約締結を断念せず、その打開策として75年9月24日の国連総

会に出席した宮澤喜一外務大臣に喬冠華外交部長との会談を指示した。会談は、非公式かつ秘密

に行われた。そこでの決定的な要因は、日中両国は、「共同行動」はとらない、という条件付き

で「反覇権条項」を条約に明記するとした、いわゆる「宮沢4原則」を中国側に提示したのであ

る。それは、以下である21。

①覇権主義反対は、特定の第3国に向けられたものではない。

②日中両国は、どちらも覇権を求める意志を持たず、また、第3国あるいは第3国の集団が、

このような試みをすることに反対である。日本は、日中共同声明の精神を後退させるつもり

はないが、反覇権に関して中国と共同行動をとることはない。

③アジア・太平洋地域での覇権を求めることに反対するとの共同声明の表記は例示的なもので

あり、日本は世界のどこでも覇権を求める試みには反対である。

④国連憲章を遵守するならば、覇権主義反対は当然生じてくるものであり、国連憲章の精神に

一致するものである。

両外相の会談の結果、この原則を踏まえ、日本側より条約案を出すことになった。11月中旬、

国連代表部を通じて「宮沢4原則」を盛り込んだうえでの「反覇権条項」を初めて明記した条約

案（通称、「第2次草案」）が秘密裡に中国側に提示された22。これは要するに、「反覇権」を国連

憲章に則った一般的な概念とする解釈として明確に提示されたものであり、日本側の譲歩案であ

った。

その後、この提案に対する中国側の反応について日本側から照会が行われたが、中国側からの

反応はなかった。しかし、76年2月6日に中国側は、「日本の修正案の反覇権条項に関する条文は、

反覇権の実質的な精神を欠落させており、共同声明を後退させた内容であるために、賛成するこ

とはできない」23旨を日本側に通告してきたのである。

以上、1975年の交渉は、当初は中国側の条件に日本側は全面的に反対であったにもかかわら

ず、日本側が「宮沢4原則」を盛り込んだとはいえ「覇権条項」を条文に明記するという一方的

な日本側の譲歩であった。「覇権条項」の条文への明記はこれ以後、既成事実化されるのである。

21 『第七六回国会参議院予算委員会会議録』第八号、1975年11月7日。宮沢4原則は、各新聞で報道さ
れているが、若干の違いがある。ここでは、宮沢外相が自ら国会での説明を要約している内容を上げ

ておく。
22 前掲『天皇と鄧小平の握手‐秘録・日中交渉秘史』166-167頁。
23 王泰平主編『中華人民共和国外交史 第3巻、1970-1978』世界知識出版社、1999年、28頁。
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1976年は、日中両国ともに国政を揺り動かす大事件が相次いで起こった。中国では、1月に周

恩来首相が死亡後、4月の天安門事件の発生と鄧小平の失脚。7月の朱徳の死去と唐山地震の発

生。9月には毛沢東の死去。10月には四人組の逮捕と、中国側は、内政上の大事件が続発した。

一方、日本側でも、2月にロッキード事件が表面化し、7月田中前首相の逮捕、9月には自民党内

の「三木おろし」の動きを受けての内閣改造、中国情勢が不透明になる中で12月には、三木政

権の退陣にいたったのであった。

2.2 福田政権

1）「福田見解」と交渉再開

1976年12月24日、福田赳夫政権が成立した。翌77年中は、条約交渉は行われなかったが交渉

再開に向けての動きはみられた。1月21日、園田直官房長官は、日本政府は交渉再開の主要な障

害となっていた「宮沢4原則」について、この原則は「中国に対する態度ではなく、日中共同声

明にある覇権条項に対する理解を申し述べたもの」24にすぎないとし、現政府を拘束しない旨を

強調し始めたのである。しかし、そうは言いながら福田首相は、「平和憲法に基づく日本の基本

的立場に中国の理解が得られれば日中共同声明第七項（覇権条項）を条約の前文に入れるか、本

文に入れるかは技術的問題であり、こだわっていない」25と述べ、結局、「反覇権」についての

日本側の基本的な考え方は、「第2次草案」と変わらない姿勢であったのである。

当初、福田首相は、さきに述べたように中国国内の政治情勢の混乱もあり、77年9月6日に発

生したミグ25亡命事件や漁業交渉をめぐり悪化した日ソ関係の調整、修復の方を優先した。一

方、77年には鄧小平が復活した。鄧小平は、日本に対して急速に動き始める。77年9月10日、日

中友好議員連盟の浜野清吾会長の率いる訪中団と会見した際、「福田首相に期待している。いろ

いろなこと、問題もあろうが、この問題に限っては、一秒間ですむことだ。…一秒とは、「調印」

の二字である。」26と語った。日本国内では、この発言の真意をはかりかねる向きもあったが、

以後、条約締結への動きが活発になってくるのである。

11月12日、福田首相は交渉再開に向けての基本的な立場、いわゆる「福田見解」を明らかに

する。これによると、「①覇権反対を条約本文に盛り込む。②同時に、これが軍事大国にならな

24 「宮沢四原則、中国向けではない」、『讀賣新聞』1977年1月31日。
25 「平和憲法の立場認めるなら、覇権条項、本文でも、日中条約首相答弁」、『讀賣新聞』1977年2月4日。
26 「「議連の決意に感謝」―鄧副主席の発言内容」、『讀賣新聞』1977年9月11日。
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いとの我が国憲法の精神を基礎とするもので、日中の同一行動を規定したものでも、特定の第三

国を指すものでもない旨を本文に併記する」27というものであった。この「福田見解」に基づく

日本側の立場は、1978年の交渉の妥結に至るまで基本的には不変のままであったのである。

実際に交渉再開に福田首相が動き始めたものとして認識できるのは、77年11月28日の内閣改

造であった。福田首相は、外相には鳩山威一郎に代わり党人派でもあり条約推進派の園田直官房

長官を充てた。若月秀和によると、この時期以降、福田は「日中と日ソは別」というロジックで

中ソ両国に対して平和国家・日本の立場を改めて強調すると同時に、今後、日中条約交渉では中

ソの揺さぶりや脅しを排して、主体的な姿勢でもって臨む意思を明示するようになった、と分析

している28。12月7日、佐藤正二駐中国大使は、福田首相の指示により非公式に寥承志中日友好

協会会長と接触した。佐藤駐中国大使は、会談で覇権の解釈について原則論をかたくなに主張し

ていた中国側がより柔軟に転じているのを感知した。そして、日本国内の事情が許すなら、なる

べく交渉を再開したほうがよいとの感触をもち一時帰国し、福田首相、園田外相、外務省の幹部

に対して報告をおこなったのである29。

日中条約の再開の気風が高まると、ソ連が再びアプリーチしてきた。ポリヤンスキー駐日ソ連

大使が、園田外相に78年1月9日から日ソ外相定期協議を開きたいと申しいれてきたのである。

その申し入れを受け園田外相が訪ソするとソ連側は、日中条約交渉に不満を示し、善隣協力条約

草案を新たに提案した。日本側は、領土問題を解決して平和条約を締結することが先決であると

し、逆に平和条約の日本側草案の骨子を手交し、これに答えたのであった。

こうしたソ連側の反発にもかかわらず、佐藤駐中国大使から中国側の前向きな姿勢であるとの

報告を受けていた福田首相は、78年1月21日の施政方針演説で日中条約について「交渉の機は熟

しつつあるものと判断しますので、更に一段の努力を重ねる決意であります」30と、その情勢判

断を示した。これは、77年1月31日の施政方針演説での形式的な発言から一歩踏み込んだ発言で

27 「「日中交渉」、福田見解固まる、「覇権」本文異なるが、普遍原則併記」、『讀賣新聞』1977年11月13日。
28 若月秀和「冷戦構造の流動化と日本の構築‐1970年代‐」宮城大蔵編『戦後日本のアジア外交』ミネル
ヴァ書房、2015年、165頁。

29 前掲『天皇と鄧小平の握手‐実録・日中交渉秘史』188-190頁。
30 「施政方針演説」、『讀賣新聞』1978年1月22日。なお、1977年1月31日の通常国会における福田首相
の施政方針演説では、次のような発言であった。「日中平和友好条約に関しましては、できるだけ早

期に締結を図ることとする熱意においては、両国は一致しており、政府は双方にとって満足のいく形

でその実現を目指し、一層の努力を払ってまいります。」（「施政方針演説」、『讀賣新聞』1977年1月31
日、夕刊）。
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あったのである。

北京では、2月14日と3月4日の2度にわたり佐藤駐中国大使と韓念龍外交部副部長との間で予

備交渉が行われた。協議を通じて日本側は、「共同声明」第7項の「覇権条項」を表記すること

を示した。そして、条約締結の目的は、日中両国の平和友好関係を強固にし、発展させるもので

あり、「特定の第3国」に対するものではなく、日中は日中、日ソは日ソである旨を伝えた。中

国側も両者は別であることは、認識していた。しかし、日本側が「この条約は特定の3国に向け

られたものではない」という「第3国条項」の表記の問題については、日本側の予想通りに硬い

態度を示した。ただし、留意すべきは、この予備交渉で、両国の国際情勢の認識の相違点が議論

され、可能な限りの接点が議論されたことであった31。

ソ連は、日本と中国との関係に牽制するかのように2月22日、ポリヤンスキー駐日ソ連大使は、

福田首相にブレジネフ書記長の親書を手渡した。福田首相から積極的な返事がなかったためか、

2月23日にソ連は、一方的に「ソ日善隣協力条約」のソ連側草案を手渡したのである。一方、5

月3日にワシントンで行われた日米首脳会談でカータ大統領は、米中国交正常化を達成したいと

の意思を示して、日中条約の締結に支持を表明したのであった。

交渉の経過を時系列にみると、すくなくとも日中条約に対する米国の支持が表明された後、そ

の影響力が限定的であったにしても、党内の調整が加速したことがわかる。福田首相は、自ら「親

台湾派」への説得工作に乗り出し、26日には、自民党総務会で交渉再開が党議決定され党内調

整が完了したのである32。

2）「第3国条項」

こうして、2年10ヵ月ぶりに7月21日から8月10日にかけて合計15回にわたり事務レベル交渉が

北京で再開された。この交渉では、「覇権条項」それ自体については中国側の主張が日本側の譲

歩により貫徹された。したがって、交渉の焦点は「共同声明」第7項の「第3国条項」の表記の

31 この会談については以下を参照。前掲『天皇と鄧小平の握手‐実録・日中交渉秘史』201-203頁。前
掲「日中平和友好条約の締結‐「反覇権」をめぐって」75頁。若月秀和「平和友好条約締結交渉から
対中借款の供与へ1974−79年」高原明生他編『日中関係史 1972-2012』Ⅰ、政治、東京大学出版会、
2012年、112頁。

32 福田政権による条約交渉「再開」の最終決断が、5月26日の総務会の決議まで持ち越されたのも、そ
の直前の20日に台湾の蔣経国の総統就任式が行われたことと、まったく無関係ではなかろう（前掲
「日中平和友好条約の締結‐「反覇権」をめぐって」85頁）。それは、福田政権の台湾に対する配慮
と推察される。
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問題であったことは言うまでもない。ソ連が覇権を追究していることは明らかであるとする中国

側の立場に対し日本側は、覇権反対の対象をソ連のみに当てはめるべきではないとの立場であっ

た。日本側は、「第3国条項」の文言を工夫することで、ソ連の反発を少しでも和らげようとし

たのである。

事務レベルの数回にわたる交渉の中で、日本側は案として「両締約国は、そのいずれも、アジ

ア・太平洋地域においても又他のいずれの地域においても覇権を求めるべきではなく、またこの

ような覇権を確立しようとする他のいかなる集団による試みにも反対することを表明する」とい

う「反覇権条項」の前に、「この条約は、特定の第3国に対して向けられたものではない」とい

う文言を挿入しようとするものであった。しかし、中国側が「この条約は、ソ連の覇権主義に対

して向けられたものではない」と同じ意味になるとの解釈から、中国側は、受け入れられないと

拒否した33。中国側は、代案として、「この条約は覇権を求めない第3国に対して向けられたもの

ではない」と提案してきたが34、今度は、これを日本側が拒否したため事務レベルの交渉は行き

詰まってしまったのである。

その後、数回の会談が行われたが、中国側は、拒否し続けた。その理由は、「日本側は覇権に

反対すると言いながら、現に覇権国があるにもかかわらず、「特定の国に対するものではない」

とする極めて曖昧であり、覇権国がないことにもなる」35という反論であった。すなわち、日本

側がソ連に気がねをし過ぎているのが、反対の骨子であったのである。ところが、「第3国条項」

をめぐる議論は、日中間の第12回目の事務レベル交渉から急速に収束にむかった。李恩民によ

ると、この時点で中国側は、日本側が提示してきた複数の案を検討した結果、日本側が望む案を

了解する見通しがあった36、と分析している。この日本側の「見通し」が園田外相の訪中の決定

にいたったのである。

園田訪中決定後7日、及び8日にも13回、14回の事務レベル会議が継続され、条約の案文に関

し最後の詰めが行われた。日本側は譲歩案として、次の2案を新たに作成した37。

・「この条約は、第3国との関係に関する各締約国の立場に影響を及ぼすものではない」

（通称、第1案）

33 前掲『天皇と鄧小平の握手‐実録・日中交渉秘史』253頁。
34 同上、255頁。
35 「決着へ責務重い外相訪中」、『讀賣新聞』1978年8月7日。
36 前掲『「日中平和友好条約」交渉の政治過程』95～98頁参照。
37 前掲『天皇と鄧小平の握手‐実録・日中交渉秘史』256頁。
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・「両締約国は、この条約を締結して平和友好関係を強固に発展させることにより、第3国の

利害を害する意図を有しない」（通称、第2案）

中国側は、交渉の最終段階の園田、黄華外相会談で第1案を受け入れた。中国側は、譲歩した

のである。この第1案の「第3国」のところをソ連と置き換えると、「この条約はソ連との関係に

関する日本の立場に影響を及ぼすものではない」とも解せる。また、「この条約はソ連との関係

に関する中国の立場に影響を及ぼすものではない」とも解する。したがって、日中両国それぞれ

が、同じ条文で異なったことが解釈できたのである。

一方、「共同声明」の第7項を「第3国条項」（4条）と「覇権条項」（2条）とに分離し独立させ

たことは、日本側の譲歩であった。この結果、中国側からの立場からすれば、「覇権」の意義は、

より強調されたという解釈も成り立つのであった38。したがって、両者の関係を曖昧にしてしま

ったことは否めない。

以上の交渉経過から、いくつかの疑問を集約すれば、1975年での交渉で日本が譲歩した要因

は何か。また、なぜこの譲歩が、交渉の妥結をもたらさなかったのか。さらに、1978年の交渉

で日中双方、とりわけ中国が譲歩をした要因は何か。結果的に、なぜ、1978年の交渉で妥結し

た要因は何か。そこでの政策決定は、いかなるものだったのだろうか、ということに帰着するの

である。

3．交渉の政策決定状況

さて、一般に政策決定に影響を及ぼす要因として政策決定者の個人的属性、役割、政策決定構

造及び、過程などが上げられることは周知のところである。この日中条約の場合、1975年の交

渉と1978年の交渉での相違点は、とりわけ政策決定者の交代であった。ここでは、政策決定者

の個人的属性に焦点をあてて、その政策決定を検討する。

38 林暁光、舛尾知佐子訳「1970年代の中日関係‐中日平和友好条約の締結」前掲『日中国交正常化・日
中平和友好条約締結交渉‐記録と考証‐』328-329頁参照。
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3.1 1975年の交渉

1）日本側

すでに交渉経過から明らかになっているように、日本側の交渉に臨む立場は、「覇権条項」に

ついては、全く触れないとする立場をとっていた。しかし、結果的に三木首相は覇権の定義を国

連憲章にからめた見解として発表し、中国側がそれを受け入れるならば「覇権条項」を条文に明

記すると譲歩した。中国側から全く反応がないと、「宮沢4原則」という条件付きながら覇権を

条文中に挿入してもよいと再度、一方的な譲歩をしたのであった。そこでまず、1975年の交渉

において、三木首相が、なぜ広範かつ一方的な譲歩をしたのかを検討する必要がある。

三木武夫は、党内では、必ずしも松村謙三、古井善美などの「親中国派」には属してはいなか

った。しかし、1971年7月15日のニクソン・ショック以前から田中角栄、大平正芳、中曽根康弘

らに比べて、中国との国交正常化に最も積極的な発言をしていたのである39。71年1月に「中華

人民共和国を中国の正統政府として認めて交渉をすべきである」40との考え方を早くも表明して

いた。ニクソン・ショック後の71年7月19日には、台湾との関係にまで言及し「台湾との関係維

持より北京政府との正常化の方が、より大きな国益にそうものだ」41と強調していた。72年4月13

日、中国側の要請により訪中し周恩来との会談は、中華人民共和国の積極的支持を意味する行為

であった。

その後三木は、72年7月2日に自民党総裁選挙をめぐって、田中、大平と国交正常化を含む政

策協定を結んだ。しかし、田中内閣では、政府に対する影響力が低下し、名目的な副総理格の国

務大臣として入閣するにとどまった。したがって三木は、中国との国交正常化に直接、関わるこ

とはなかったのである42。

ところで、55年体制以後の日本の首相は、実質的に自民党の総裁選挙で選出され、三木武夫

が選出されるまで、総理、総裁は常に自民党内の最も勢力のある派閥のリーダーであった。しか

しながら、三木の党総裁の指名（椎名裁定）は、田中首相が金派問題で辞任を余儀なくされ、自

民党は、党をクリーンなイメージに変える必要性に追い込まれていた。比較的小さな派閥のリー

39 三木武夫の対中認識については、竹中佳彦「三木武夫の国交正常化前の対中認識」福永文夫編『第二

の「戦後」の形成過程』有斐閣、2015年、141-159頁参照。
40 「日中正常化は国益にプラス」、『朝日新聞』1971年7月20日。
41 同上。
42 森田一、服部龍一他編『心の一燈‐回想の大平正芳 その人と外交』第一法規、2010年、98-102頁参
照。
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ダーであった三木の総裁への指名は、自民党に国民の信頼を回復させるための妥協的緊急手段と

して用いられたのである43。このような状況から三木首相にとり条約の早期締結は、政治的最重

要課題の一つであったに違いない。なぜなら、主要な政治的成果がその地位を安定させ、疑問視

されていた政治的手腕を証明するのに役立つと思われたからである。くわえて、田中内閣の下で

果たされた国交正常化に直接、関わることができなかった政治家としての執着の念―「自分は田

中・大平よりも長い間、日中友好には、あらゆる力を尽くしてきた人間である」44―もあったの

である。

少数派閥のリーダーとして党内基盤が弱かった三木首相にとり45、条約締結に必要な党内のコ

ンセンサスを取り付けるのには極めて困難な状況にあった。党3役には、総務会長灘尾弘吉、政

調会長に松野瀬三、内閣の副総理に福田赳夫といった「親台湾派」が政権の中枢にいたからであ

る。三木は、政権基盤の脆弱性を認識しつつ、日中条約の早期の締結という政治的成果を達成す

るために積極的な譲歩をしてまで条約を締結しようとしたのである。

しかし、三木の熱意と外務省の官僚のその姿勢とは、大きな溝があった。三木は、交渉が打開

されない原因を外務省に向けた。自らの側近と相談し、1975年6月に川崎秀二自民党代議士、宇

都宮徳馬自民党代議士を訪中させるなど非公式のチャンネルを利用した。当然、宮澤外相も三木

のやり方に不快の念をもっていたようであった46。中国側は、こうした三木首相の政策決定に疑

念をいだき原則論から一歩も引かない非妥協的な態度に固執していくのであった。三木首相は、

日中条約の早期締結という政治的成果を達成するために、とりえた唯一の手段は、中国に対する

一方的な譲歩であったのである。

2）中国側

1975年の交渉では、中国は全く譲歩しなかった。日本の2度にわたる譲歩（「第1草案」、「第2

次草案」）も受け入れなかった。中国では毛沢東を頂点とした国家指導体制であり、鄧小平の復

43 椎名裁定が自民党の派閥の力学を超えていたことは明らかである（山川雄巳「三木武夫内閣（第66
代）」白鳥令編『日本の内閣Ⅲ』新版、新評論、1986年、139-140頁参照）。

44 前掲「柳谷謙介（元外務事務次官）オーラル・ヒストリー 上巻」309頁。
45 『国会便覧 1975年』（新版）日本政経新聞社、昭和50年によれば、その当時の自民党の派閥の人員
は、田中派90人、福田派79人、大平派63人、三木派46人、中曽根派40人であった。

46 以下を参照。前掲『天皇と鄧小平の握手‐実録・日中交渉秘史』149-162頁。前掲『「日中平和友好条
約」の政治過程』41-42頁。
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活に象徴されるように実務派の勢力は次第に回復していたが、依然として内政、外交の多くは、

マルクス・レーニン主義、毛沢東思想に基づく教条的かつ強硬的なものであった47。

中国側が「覇権条項」に必要に固執した理由は、「反覇権」が1972年2月27日の上海コミュニ

ュケ及び、同年9月29日の日中共同声明に明らかにされているだけではなく、1975年1月17日に

採択された中国憲法の前文において、「我々は帝国主義、社会帝国主義の侵略政策と戦争政策に

反対し、超大国の覇権主義に反対しなければならない」48と「反覇権」を国是として明文化して

いたからである。

なぜ、中国側は、日本側が譲歩した「第2次草案」を受け入れなかったのであろうか。その要

因については様々な考察がおこなわれている。1976年1月8日に死去した周恩来の死期が近づき、

鄧小平が75年7月上旬より周恩来に代わって、党中央の日常業務を行うようになった49。田中明

彦によれば、なぜ、日本の譲歩を中国が受け入れなかったかは、よく分らないとし、毛沢東は存

命中であり、中国における重要政策の決定が毛沢東の意思に決定的に依存していたことを考慮す

れば、毛沢東は三木政権との条約締結を望まない理由があったかもしれないと、その原因を挙げ

た50。一方、林恩民は、蔣介石総統の死去に伴う日本政府の対応や、日台航空路線の再開など、

三木内閣への不信感、また、中国内部の政治的混乱の2点をその要因に挙げている51。さらに後

に明らかにされたことだが、外交部長の喬冠華は、「4人組」の活動に参与しており、その核心

メンバーの1人であった52。これは、交渉の進展に大きな影響を及ぼしたことは確かである。

3.2 1978年の交渉

1）日本側

自民党内で2番目の派閥のリーダーである福田赳夫は、対抗馬なしに党総裁に選出された。福

田は外交に関しては、「全方位平和外交」を唱えた53。ここでいう「全方位平和外交」とは、「等

距離外交」ではなく、対米協調関係を堅持しつつイデオロギーや体制が異なっている国との平和

47 国際善隣協会『中国の国際環境と対外政策』中国問題研究所、昭和59年、24-26頁参照。
48 前掲『中華人民共和国外史 第3巻1970-1978』27頁。
49 金沖及主編・劉俊南・譚佐強訳『周恩来伝 1949-1976』下巻、岩波書店、2000年、382頁。
50 前掲『日中関係 1945-1990』221頁。それは、中国内政の不安定化、三木政権に対する不信である、
としている。

51 前掲『「日中平和友好条約」交渉の政治過程』51-53頁参照。
52 同上、52頁。
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共存を図っていくものであった54。しかし、福田首相は、自派内に多くの「親台湾派」を抱えて

いたために条約に対する取り扱いが慎重となり、条約締結に踏み切れないと思われていた55。「親

台湾派」が日中条約の締結に極めて慎重であった理由を整理すると以下である56。

①台湾の地位の保全がはかれるかどうか。

②反ソを意味する「覇権条項」を条約に盛り込むことは、日本を中ソ対立の場に巻き込みアジ

アの緊張を激化させることになるのではないか。

③尖閣諸島の領有権を曖昧にしてまで条約を締結すべきではない。

④対日敵視条項を含む中ソ同盟に対する中国側の態度を見極めるべきである。

ただし、福田首相は、三木首相と比較すると党内の権力基盤は安定していた。三木首相には、

不利に作用していた党内派閥政治に基礎を置く対中国政策の特異な構造は57、福田首相には、有

利に作用する傾向にあったのである。交渉は、1977年の秋まで進展はなかったが、中江要介外

務省アジア局長によると、首相就任3ヵ月にあたる1977年2月以降、小和田恆首相秘書官と共に

定期的に私邸に招いて検討を重ねていたという58。

福田首相を条約締結に駆り立てた動機は、首相の地位にある者なら誰もが有する政治的成果を

あげることの必要性があったものと思われる。福田首相は、自民党内の調整を行うが、先に述べ

たように、ソ連の動きもあって、政治信条が「親台湾派」と異なった派閥横断的な「慎重派」の

勢力も大きくなっており、調整は難航した。『朝日新聞』は、4月5日から9日までの間に、日中

条約の締結問題について、自民党の衆参両議員全員に面接アンケート調査を行い自民党国会議員

53 「全方位平和外交」という理念は、京都産業大学教授若泉敬が考案したものである。若泉によれば、

①自国の国際的位置づけをあらゆる角度、局面、次元から総合的に検討し、定義しようとする認識と
思考の複雑性、全方位性、②八方美人になることではなく、一国の信頼性が問われる状況にならない
よう国家としての主体性という基軸を確立する、③日本外交における優先順位をより明確化すること
で、外交における柔軟性と交渉能力を増大させる、というものであった（森田吉彦『評伝若泉敬‐愛

国の密使』、文春新書、2011年、248-250頁参照）。
54 中江要介『日中外交の証言』蒼天社出版、2005年、131頁。
55 朱暁琦、梁雲祥「福田赳夫内閣と中日関係」歩平他編、高原明生監訳『中日関係史1978-2008』東京
大学出版会、2008年、161頁。

56 「日中条約のメリット強調、政府、交渉再開すでに判断」、『サンケイ新聞』1978年3月23日。「青嵐
会、早くもけん制、農相ら12人再開へ4条件決める」、『サンケイ新聞』1978年3月24日参照。

57 日中問題は、自民党内部の「日日問題」でもある、と言われている。この問題については、拙稿「自

由民主党にみる「親中国派」と「親台湾派」の相克‐冷戦下における対立要因と諸相‐」『横浜商大論

集』（横浜商科大学）、第39巻第2号、2006年、49-87頁参照されたし。
58 前掲『日中外交の証言』129-130頁参照。
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数378人のうち「答えない」と面接不能の39人を除き、339人が回答した。その結果、167名が「急

ぐべきではない」とする「慎重派」で「急ぐべきだ」と主張する「促進派」が148人であった。

党員の半数以上が条約締結に消極的であったのである59。

調査後の4月12日、尖閣諸島の周辺水域に中国漁船が集結し、示威行動を繰り返して、2週間

近く同諸島周辺に居座り続けるという事件が起きた。この事件を契機に、とりわけ「親台湾派」

が同諸島への領有権を求めて反発し、対中批判を強め、党内の調整作業が中断してしまう。5月

半ばまで騒ぎが続いたのであったが、福田首相は、事件の沈静化を図る一方で、党内の調整を乗

り切り党内の合意を固めた。元来、「親台湾派」は、福田派に多く属しており、彼らも最終的に

は、福田政権の安定のために日中条約の締結に賛成せざるを得なかったのである60。

結果的に福田首相のリーダーシップと福田の「親台湾派」への影響力が、条約の締結へ向けて

の党内のコンセンサスを取り付けることを可能にしたのであった。したがって、柔軟な姿勢で対

中交渉を行うことが可能な環境であったのである。

2）中国側

1976年、周恩来と毛沢東の死後、毛沢東の未亡人江青により率いられた文革派上海グループ

（「4人組」）と華国鋒を中心とした文革派非上海グループとの間で、中国共産党主席の座をめぐ

って激烈な権力闘争が起こった。この闘争の結果として、1978年までには、華国鋒‐鄧小平体制

が確立されたが、この体制は根本的に矛盾する要素を含む混合体制であった。すなわち、華国鋒

は、毛沢東により選ばれた後継者として毛沢東の政治路線を忠実に実行しようとした。一方、鄧

小平は、1977年7月の中国共産党第10期3中全会で採択された「4つの現代化」（農業、工業、国

防、科学技術の現代化）路線を発展させようとしたのである61。

したがって、この体制に内在する本来的矛盾の表出は必然的に予想された。2人の指導者の相

克は1978年春に表面化し、イデオロギー及び、政策論争として開始された。鄧小平の改革の鉾

59 「日中条約、自民内、いぜん二分」と「日中条約、自民議員アンケート」、『朝日新聞』1978年4月12
日。なお、結果を派閥別でみると、「慎重論」は、福田派の45人、中曽根派25人、田中派22人、三木
派11人、大平派10人の順で、それに無派閥の33人が加わる。これに対して「推進論」では、田中派36
人、大平派24人、三木派17人、中曽根派15人、福田派12人、中間派6人、それに無派閥、その他8人
であった。

60 前掲『戦後日中・米中関係』158頁参照。
61 ラジオプレス『中国共産党第11回全国代表大会特集号（1977年8月12日～8月18日）』ラジオプレス、
1977年、86頁。
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先は、文革派上海グループにとどまらず、すべての文革派に向けられるようになり、これが文革

の否定・非毛沢東につながっていったのである。

このような状況下で自らも文革派であった華国鋒は、文革派に狙いをつけた批判を回避するた

め、その政策は必要に鄧小平に同調せざるを得なかったのである。それに対し、鄧小平は、その

権力基盤を固めつつあった。実務派として鄧小平は、日中条約が「4つの現代化」にとって潜在

的に利益となり、それが、自らの政治的成果に繋がることを十分に認識していたのであった62。

条約締結後、中国が、これまでより容易に日本からの科学技術及び経済的援助を期待することが

できたからである。したがって、鄧小平は、政策の合理性、実際性を重視し、対外政策において

も弾力的になっていくのであった。

4．おわりに

以上、3年9ヵ月にわたった交渉の経過から明らかなように、この交渉は、通常の交渉とは異

なっていた。つまり、「一方が或るものを相手に与え、その代償として、相手に或るものを提供

する」63といった、ギブ・アンド・ティクに基づく通常の交渉ではなかった。すなわち、交渉の

経過で日中両国の見解は、ほとんど平行線をたどっており、交渉が妥結した要因は、日本側が、

予期せざる1978年の中国側の譲歩であったのである。といっても、それは、一般の交渉の過程

にみられる提案→再提案→妥協といった、交渉のスタイルが全く存在していなかったのではなく、

部分的には相互の譲歩がなされたのである。

1975年の交渉では、交渉を実質的に担った外務省は、ソ連を刺激してまで「反覇権条項」を

明記した条約を締結する必要がないとの立場であった。しかし、三木首相は、「親中国派」とし

ての自負もあり、条約締結が「共同声明」で約束され、かつ、それが政権の外交目標でもあり、

その政治的成果を達成させようとすることが、三木首相を対中譲歩へと駆り立てていったのであ

る。その具現化が、覇権反対は、「特定の第3国」に向けられたものではないとする「宮沢4原則」

という条件付きの「第2次草案」であった。しかし、中国側は、この提案に応じなかった。それ

は、三木政権への不信に加えて、中国国内の政治的混乱から外交交渉が可能な環境ではなかった

62 中島嶺雄『北京烈烈 文化大革命とは何であったか』講談社学術文庫、2002年、413-424頁参照。
63 坂野正高『現代外交の分析』東京大学出版会、1971年、263頁。
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からである。

一時中断した、条約交渉の再開を促した要因は、第1に中国外交の全般的な対外融和の方針、

第2に日本から技術、経済協力を引き出すことが政策決定として積極的に認識されるようになっ

たことが挙げられる。その背景は、鄧小平を中心とした安定的な外交政策決定を可能にした国内

情勢の変化である。中国側の動静の変化から、福田首相は、対ソ関係の調整、修復を優先しなが

ら、日中条約の締結に向けて積極的に動いたのであった。したがって、1978年の交渉では、日

本側が「覇権条項」を受け入れる代わりに、中国側は、反ソ色を薄めた「第3国条項」を受け入

れることに譲歩したのである。

とりわけ、こうした中国側の対日政策の転換は、中国側の国際戦略の一環として推移しており、

ソ連の影響下でベトナムが勢力を拡大する状況にあって、鄧小平は、ソ越両国を牽制するべく、

日中条約締結を急いだのである。一方、交渉妥結を導いた日本側の政策決定は、自民党内の派閥

抗争並びに対米追随外交の域を出るものではなかった。したがって、受動的な外交政策の下で日

中2国間関係の改善という文脈から対中関係を捉えていたことにほかならなかったのである。そ

れは、米国との同盟関係により、自らの安全保障を図ってきたことに由来する日本独特の政治的

心理状態と関連していたと言える64。

この条約により日本の立場は、一方でソ連に対抗し、一方で米中両国との関係を強化していく

という姿勢を明確にしていくことになる。そして、覇権反対をめぐる日中間の対立は、次第に過

去のものとなった。中国は、対日関係の戦略を技術、経済協力の確保に比重をシフトさせてゆく

のである65。

64 前掲『戦後日中・米中関係』176頁。
65 中国は、79年になるまで日本の政府開発援助（ODA）を受け入れようとはしなかった。同年になっ
て中国は、政府借款を受け入れると表明した。以後、中国は日本の政府開発援助（ODA）の受入国
のトップに位置づけられた（趙全勝、真水康樹、黒田俊郎訳『中国外交政策の研究 毛沢東、鄧小平

から胡錦濤へ』法政大学出版局、2007年、154-155頁）。
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